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一般社団法人日本損害保険協会大分損保会(会長：甲斐 友邦 東京海上日動火災保険株式会社 大分支

店長)では、2024年12月16日付で公表された「大分県地域強靱化計画」の意見募集に対し、1月10日付で

意見表明を行いました。 

当該計画は、南海トラフ地震や、これまで経験したことのない集中豪雨など大規模自然災害によって重

大な危機が発生したときにも、県が十分な強靱性を発揮できるよう、施策を総合的かつ計画的に推進してい

くため、地域強靱化に関する県指針となるべきものとして策定されます。 

大分損保会では、様々な災害リスクから県民の生命・財産を守り、大分県の経済社会活動を維持、発展さ

せるための防災・減災を柱とする強靭な地域づくりに対する施策に対して、次の意見を表明しております。 

 

《主な意見内容》 
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第1章 地域強靭化の基本的な考え方 

3 中長期的に取り組むべき課題 

(4) 官民連携の促進と民間主導の取組の活性化 

 「地域強靱化を実効性あるものにするためにも、国や県のみならず、民間事業者等の主体的取組が極め

て重要であり、官と民が適切な連携及び役割分担の下、民の自助や共助の活性化、民の力を公助へ活用す

ることを更に進めていく必要がある。」および「また、発災後の迅速な復旧復興に当たっては、被災者の

支援体制を充実する必要があり、災害保険等の活用など相互扶助の分野も含めて総合的に取り組むべき

である。民間企業の防災関連技術の活用や、民間主導による防災・減災に関する地域貢献活動等も進めら

れており、民間主導の取組の活性化を図ることが重要である。」との課題認識に賛同します。 
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第1章 地域強靭化の基本的な考え方 

4 大分県地域強靱化を推進する上での基本方針 

(4) 人的被害ゼロに向けた地域防災力の強化 

「未曽有の人口減少、少子高齢化の加速等、地域の持続性を脅かす危機に対し、地域の資源を総動員し

て、地域の力を結集し、県土全体でつなぎ合わせ、高齢者・障がい者・こども等のあらゆる人々が安心し

て暮らし続けることのできる地域づくりを推進するとともに、地域における防災力を強化し、自助・共助

による住民主体の防災対策を進める必要がある。自助の意識を向上させるため、高校や大学等との連携に

よる防災教育の推進や、地震体験車、VR 動画など疑似体験ツールの活用や防災アクションデー等を通じ

た防災意識の醸成、家庭・事業所等における備蓄や家具の転倒防止など、身近な防災対策の促進を図る。」

との取組には概ね賛同します。なお、国の「国土強靭化基本計画 (P89)」にも「○ 教職員が不在の時で

あっても、児童生徒等が自ら判断し、命を守る行動がとれるよう防災教育を実施するとともに、平時から

家庭や地域、関係機関と連携を図る。」との推進方針があり、児童生徒等が自らの安全を確保することの

できる基礎的な資質・能力を身に付けることが地域防災力の強化にも繋がるものと考えておりますので、

追加的な取組のご検討をお願いしたい。 

 

  

 

 

「大分県地域強靱化計画(素案)」に対し意見表明 
～「災害に強い県土づくりと危機管理の強化」に意見表明～ 
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第3章 地域強靭化の推進方針 

2 施策分野ごとの地域強靭化の推進方針 

(個別施策分野の推進方針) 

(2) 住宅・都市／環境 

 「③ 住宅･建築物等の耐震化の目標が達成できるよう､県民へ耐震化の必要性について啓発活動を行う

とともに､耐震診断･耐震改修の経済的負担を軽減する住宅耐震化補助制度による支援や､民間建築物の

うち多数の者が利用するホテル･旅館等に対して耐震改修補助制度による支援を行う。」との推進方針に

賛同します。 

 令和 6 年能登半島地震において死者の死因の多くが家屋倒壊であった(令和 6 年版防災白書 P37)こと

からも、大規模地震から人命を保護するためには住宅・建築物の耐震化が重要と考えていますが、令和 6

年3月に改訂された「おおいた高齢者安心すまいプラン」P10に記載の「高齢者のいる持家世帯の5割弱

が昭和 55 年以前の旧耐震基準の住宅に住んでいます。」との実態を鑑みるに、耐震化に関する県民への

啓発活動を引き続き推進していただきたい。 
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4-1) サプライチェーンの寸断・一極集中等による企業の生産力・経営執行力低下による競争力の低下 

 「②企業の BCP 策定を促進し､その実効性を向上させるため､引き続き BCP の重要性の周知及 

び商工団体等と連携した策定支援を行う必要がある｡」との推進方針に賛同します。経済活動等に甚大な

影響を及ぼす自然災害や感染症の流行、サイバー攻撃等様々なリスクが発生する中、事業への影響を最小

限に抑えるために、大分県では「大分県BCPモデル」を作成し、県内中小企業等のBCP策定を推進してい

ることは承知していますが、より多くの事業者がBCP策定を行うように、更なる支援・普及をお願いした

い。 

 

 

 


